第１号様式（第４条関係）　　　　　（表面）
	
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　年　　月　　日
　岐阜県知事　様
                             （法人にあっては主たる事務所の所在地）
                         住所

                         職業

                             （法人にあっては名称及び代表者氏名）
                         氏名                         
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                    　      年　　月　　日生
                   　　　
                　　          　      　　許可申請書
                   　　　
   　鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第９条第２項の規定により
  　
                  　 の許可を受けたいので、下記のとおり申請します。
    
記



	


























	１　捕獲等をしようとする鳥　獣又は採取等をしようとす　る鳥類の卵の種類及び数量
	

	

	
	２　捕獲等又は採取等の目的
	

	


	
	３　捕獲等又は採取等の期間
	

	


	
	４　捕獲等又は採取等の区域
	

	


	
	５　捕獲等又は採取等の方法
	

	


	
	６　
　
	

	


	
	７　学術研究を目的とした場　合にあっては研究の事項及　び方法
	

	


	
	[bookmark: _GoBack]８  鳥獣保護区、休猟区、公道、  社寺境内、墓地、特定猟具
使用禁止区域、猟区内等に
おいて、捕獲等又は採取等
しようとする場合にあって
はその理由
	





	





	
	９  狩猟免許を受けている場　合は当該免許の種類、免許を
  与えた知事名、狩猟免状の番
  号及び交付年月日
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（裏面）
注
１　住所欄には、国、地方公共団体、法第18条の５第２項第１号に規定する認定鳥獣捕獲等事業者又は法第９条第８項の規定による環境大臣の定める法人の申請以外の場合は、所属機関の所在地ではなく、申請者本人の自宅の住所を記載すること。

２　氏名欄には、複数の者が同一の目的で捕獲等又は採取等に携わる場合で捕獲区域及び方法が同一のときは、氏名欄の下に「ほか○名」と人数を記載し、代表者以外は鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取等の申請者名簿（別記第３号様式）に必要事項を記載の上添付すること。

３　捕獲の頭（羽・個）数は、各人別に割り振られた頭（羽・個）数を記載すること。
また、１頭を共同で捕獲するような場合においては、合計○人で１頭というように記載すること。

４　２の欄には、「学術研究」、「管理（被害防止）」、「管理（数の調整）」、「保護（傷病鳥獣）」等捕獲等又は採取等をする目的の区分を記載すること。

５　４の欄には、市郡、町村、大字、字、地番（地先）等を記載し、捕獲等又は採取等をしようとする場所を明らかにした縮尺1:50,000以上の地形図を添付すること。

６　５の欄には、使用する捕獲用具の名称を記載し、麻酔銃を使用する場合にあっては、使用薬名及び施用量を記載すること。
また、銃器を使用する方法以外の方法を用いて捕獲等又は採取等をしようとする場合にあっては、その構造、設置方法等を示す図面を添付すること。
 
７　６の欄には、個体の捕獲等又は採取等をした後の処置の方法について、計測後放鳥、殺処分等について記載すること（殺処分の方法を具体的に記載すること。）。
 
８　学術研究を目的とする場合にあっては、７の欄に研究の事項及び方法について詳細に記載すること。

９　８の欄には、鳥獣保護区、休猟区、公道、自然公園法第２１条第１項の特別保護地区、都市計画法第４条第６項の都市計画施設である公共空地その他公衆慰楽の目的で設けられた園地であって囲い又は標識によりその区域を明示したもの、自然環境保全法第１４条第１項の原生自然環境保全地域、社寺境内、墓地、特定猟具使用禁止区域、特定猟具使用制限地域又は猟区内において捕獲等又は採取等をしようとする場合にあっては、その必要な理由を記載すること。

10　９の欄には、申請者（法人にあっては、捕獲等に従事する者）が狩猟免許を現に受けている場合にあっては、当該狩猟免許の種類、当該狩猟免許を与えた都道府県知事名並びに当該狩猟免許に係る狩猟免状の番号及び交付年月日を記載すること。

11　銃器を使用して捕獲等をする場合は、当該銃器の所持について申請者（法人にあっては、捕獲等に従事する者）が現に受けている銃砲刀剣類所持等取締法第４条第１項の規定による許可に係る許可の番号及び許可年月日を、10の欄に記載すること（所持の許可を受けた者以外の者が当該所持の許可を受けた者の監督の下に麻酔銃猟を実施する場合にあっては、銃砲刀剣類所持等取締法施行規則第５条第２項に規定する人命救助等に従事する者届出済証明書の番号及び交付年月日を記載すること。）。

12　県事務所長に提出する場合には、「岐阜県知事」を「県事務所長」と記載すること。
